
事業の概要 予算執行状況（千円） 事業の効果等

事業の目的 総事業費 感染拡大等に対する効果

事業の実施状況 内 交付金充当額 事業に対する評価・今後の課題等

非常に効果的であった

延べ463事業者に交付した。 44,065

非常に効果的であった

延べ７３７事業者に交付した。 118,611

非常に効果的であった

市内小中学校に対して手指、物品用の消毒液を配
布。中学校区ごとに1台滅菌器を配置。

2,755

非常に効果的であった

市内保育園・こども園　計6園に携帯消毒液130
本・サーキュレーター57台等を配布・設置。日々の
保育における感染防止対策を実施。

826

非常に効果的であった

小学校127,288食、中学校62,868食分の支援
を実施した。

3,803

非常に効果的であった

小学校1,132食、中学校320食分の支援を実施
した。

281

No 事業の名称 実施期間 所管課

1
美作市新型コロナに負
けるな給付金

雇用調整助成金制度等を利用している市内事業
者を対象に給付金を交付し雇用の安定及び事業
活動の継続を図る。

44,065
R4.4 ～

商工政策課
この給付金事業により廃業する事業者はなく、雇
用の安定及び事業活動の継続を図ることができ
た。

R5.2

2
原油・物価高騰対策事
業者支援給付金

原油価格・物価高騰・飼料等原材料の高騰などの
影響やコロナ禍による売上減少に直面する事業者
等の負担を軽減するため、支援給付金を交付す
る。

118,611

R4.8 ～ 商工政策課 この給付金事業により幅広く物価高騰等に直面す
る事業者を支援することができた。R4.12

3
学校保健特別対策事
業費補助金

市内小中学校に消毒液を配布するとともに、滅菌
器を購入して、学校の公衆衛生の充実を図るも
の。

3,284
R4.4 ～

教育総務課 学校の公衆衛生の充実を図ることができたほか、
児童生徒の衛生教育も図ることができた。

R5.3

4
保育対策総合支援事
業

市内保育園・こども園に携帯消毒液、サーキュレー
ター等をもうけ、感染・拡大防止を図るもの。

1,652
R4.4 ～

教育総務課
園児が触れる場所（玩具・机・扉等）の消毒、サー
キュレーターを活用した室内の換気を行うこと等
で、園児の安全・安心な保育環境維持となった。

R5.3

5
物価上昇に伴う給食
費負担軽減事業（小中
学校）

コロナ禍の影響による食材物資の値上げ相当分
（20円）に交付金を活用することにより、子育て世
帯の負担軽減を図る支援をおこなうもの。

3,803
R4.8 ～

教育総務課
子育て世帯の負担軽減につながった。R5.3

6
コロナ禍による学級閉
鎖に伴う給食費補填
事業（小中学校分）

コロナ禍による突発的な学級閉鎖等により、発生
した給食費等のキャンセル費用に、臨時交付金を
充当し、子育て世帯の負担軽減を図るもの。

281
R4.4 ～

教育総務課
子育て世帯の負担軽減につながった。R5.3
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No 事業の名称 実施期間 所管課

非常に効果的であった

延べ242件に還付した。 1,054

非常に効果的であった

延べ743件に還付した。 527

非常に効果的であった

診療所内の和式トイレを洋式に改修（2か所）。エア
ロゾルなどの飛散を防ぎ、院内感染の予防を図
る。

1,484

非常に効果的であった

老人保健施設内の和式トイレを洋式に改修（2か
所）。エアロゾルなどの飛散を防ぎ、施設内感染の
予防を図る。また、入所者50名が使用するベット
マットレスを清拭、アルコール消毒可能な製品に更
新し、感染者が使用した後も安心して使用できる
ようにした。

4,926

非常に効果的であった

PCR検査等の費用助成を実施 4,223

非常に効果的であった

コロナ等の感染症対策が図ることのできる体制と
して、集団検診で行っていたがん検診等を、個別
検診として医療機関で実施した。
近隣医療機関での個別検診の実施、受診勧奨。

27,631

7
学級閉鎖に伴う保育
園等の保育料還付事
業

新型コロナウイルス感染症対策による登園自粛要
請等による日割り計算適用により保育料を決定・
還付するもの。

1,054
R4.4

～

教育総務課 新型コロナウイルス感染症による保護者負担の軽
減となった。

R5.3

8
学級閉鎖に伴う保育
園等の給食費還付事
業

新型コロナウイルス感染症対策による登園自粛要
請等による日割り計算適用により給食費を決定・
還付するもの。

527
R4.4 ～

教育総務課 新型コロナウイルス感染症による保護者負担の軽
減となった。

R5.3

9
国民健康保険特別会
計（作東診療所直診勘
定）繰出

施設内の感染予防対策 1,484
R4.10 ～

作東診療所
施設の感染予防が徹底できた。R5.3

10
老人保健施設事業特
別会計繰出

施設内の感染予防対策 4,926 R4.10 ～

老人保健施
設

施設の感染予防が徹底できた。
特にマットレスの更新は効果的であり、施設内感染
の際に迅速に対応ができた。

R5.3

11 感染症予防対策事業

新型コロナウイルス感染症の予防及び拡散防止を
行い、市民の不安を軽減させるため。

4,223
R4.4 ～

健康政策課
PCR検査等の費用助成を行うことで、早期にPCR
検査等を行い、拡散防止や不安の軽減をすること
ができた。

R5.3

12 健康診査事業

コロナ等の感染症対策ができた安心で安全な検診
の機会を設ける。

27,631

R4.4 ～
健康政策課 導入により、住民が感染症対策ができた検診を受

診することができた。
R5.3
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非常に効果的であった

大型エアコン移設工事を実施 19,560

非常に効果的であった

空調改修工事を実施 5,610

非常に効果的であった

和式トイレの撤去及び洋式トイレの新設 956

非常に効果的であった

大型空調機更新工事を実施 1,464
非常に効果的であった

公金収納POSシステム機器を導入 1,711

非常に効果的であった

空調設備（機材）を購入 73

13
大原公民館空調設備
改修事業

社会施設である当施設の大ホールに空調設備が
ないため、換気など感染防止対策のため、大型エ
アコンを移設する。

19,560
R5.1 ～ 大原総合支

所
設備導入により施設利用中の感染対策を講じるこ
とができた。

R5.3

14
バレンタインプラザ冷
暖房改修事業

市文化施設である当施設では、感染防止対策のた
め、窓を開けるなどの換気を行う際、既存のエアコ
ンでは室内温度の調整が追い付かなくなるため、
エアコンの改修等を実施する。

5,610

R4.4 ～
作東総合支
所

設備改修により施設利用中の感染対策を講じるこ
とができた。

R5.2

15
文化交流施設トイレ改
修事業

市文化施設である当施設では、来館者用トイレが
すべて和式トイレであるため、洋式トイレすること
で便器の蓋による飛沫飛散の防止が見込まれる。

956

R4.7 ～ 社会教育課 設備改修により施設利用中の感染対策を講じるこ
とができた。

R4.9

16
現代玩具空調設備改
修事業

観光施設である当施設のメインホール内に設置し
ている空調機では、感染防止対策のため、窓を開
けての換気等を行う際、老朽化等により室内温度
調整が出来ないため、エアコンの更新修繕を実施
する。

1,464

R4.5 ～

観光政策課 設備の更新修繕により施設利用中の感染対策を講
じることができた。

R4.6

17
公金収納業務システム
導入事業

収納業務を行う会計課窓口は、人との接触時間が
多くコロナ感染のリスクが高い。公金収納POSシ
ステムや自動釣銭機を導入することで、人との接
触時間が短縮され感染リスクの軽減を図る。

1,711

R5.2 ～ 会計課
公金収納POSシステム機器導入により、お客様の
待ち時間や職員の入出金処理の時間が短縮され、
感染対策を講じることができた。R5.3

18
スポットクーラー購入
事業

市内体育施設において、感染リスク軽減のため換
気をおこなう際、現状では換気後の施設内の温度
上昇に対応できない状態であるため、感染防止環
境整備を実施するため空調設備を購入する。

73

R4.4 ～
スポーツ振
興課

設備導入により施設利用中の感染対策を講じるこ
とができた。

R4.5
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No 事業の名称 実施期間 所管課

非常に効果的であった

電気料金の高騰分を、下水道事業会計に補填（繰
入）

15,354

非常に効果的であった

電気料金の高騰分を、水道事業会計に補填（繰入） 13,517

非常に効果的であった

交付対象期間中に対象施設に宿泊又は入湯した
人数に応じて交付金を交付した。

32,305

非常に効果的であった

19施設に交付した 15,841

非常に効果的であった

市内放課後児童クラブ10施設に対して、手指消毒
液、ハンドウォッシュ、ペーパータオル等関連物品
を支給した。

491

非常に効果的であった

対象期間中に市内の対象宿泊施設に宿泊した宿
泊者に対して、市内の加盟店で使用できる「みま
さか観光クーポン」を、１人１泊当たり1,000円分
配布した。

17,105

19
下水道事業会計繰出
金事業

下水道事業は利用料金等で運営しているが、想定
以上のエネルギー価格の高騰が、事業運営を圧迫
している。
エネルギー価格高騰に対する支援を受けることに
より、経営の安定化を図る。

15,354

R4.4 ～
下水道課 電気料金の急激な高騰に対応することができ、経

営の安定化に繋がった。

R5.3

20
上水道事業会計繰出
金事業

水道事業は利用料金等で運営しているが、想定以
上のエネルギー価格の高騰が、事業運営を圧迫し
ている。
エネルギー価格高騰に対する支援を受けることに
より、経営の安定化を図る。

13,517

R4.4 ～
水道課 電気料金の急激な高騰に対応することができ、経

営の安定化に繋がった。

R5.3

21
地域観光事業者等支
援事業（事業者等支
援）

電力・ガス・食料品等仕入れ価格の高騰により影
響が継続している市内宿泊事業者及び公衆浴場
事業者の事業活動の維持または継続のための緊
急支援

32,305

R4.12 ～ 観光政策課

価格高騰による経費の増嵩に対する負担軽減につ
ながり、事業者の支援に繋がった。
今後の課題としては、支援終了後の反動の影響を
緩和するために、直接支援によらない観光誘客施
策を展開していく必要がある。

R5.3

22
指定管理施設エネル
ギー価格高騰対策

エネルギー価格の高騰により厳しい経営状況にあ
る公の施設の指定管理者にエネルギー価格高騰
分の補助を行うことにより、事業者の負担軽減を
図る。

15,841

R5.1 ～ 財政課 この補助事業によりエネルギー価格の高騰に直面
する事業者の支援をすることができた。

R5.3

23 放課後児童クラブ

市内放課後児童クラブが感染症対策等を徹底し、
安心して児童を受け入れる環境を整えるため、関
連物品を支給する。

491
R5.1 ～ 子ども政策

課
新型コロナウィルスのクラスター感染も発生する
中、関連物品の支給により注意喚起が図られると
ともに、事業所の負担軽減に繋がった。

R5.2

24
地域観光事業者等支
援事業（地域経済等支
援）クーポン券

電力・ガス・食料品等仕入れ価格の高騰により影
響が継続している市内の観光関係事業者に対す
る影響緩和と消費下支え等を通じた生活者支援

17,105

R4.12 ～
観光政策課

広範囲の観光事業者で使用され売上の増加に寄与
することで、価格高騰による経費の増嵩に対する
側面支援として負担軽減につながり、事業者の支
援に繋がった。
今後の課題としては、支援終了後の反動の影響を
緩和するために、直接支援によらない観光誘客施
策を展開していく必要がある。

R5.3
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No 事業の名称 実施期間 所管課

効果的であった

実証事業の実施に係る貸切バスの運行料金及び
必要経費を支援した。

5,776

効果的であった

延べ9事業者に交付した。 1,350

非常に効果的であった

延べ227世帯（出産147世帯、子育て80世帯）に
支給した。

1,893

非常に効果的であった

風しんの抗体検査・予防接種の実施。 592

効果的であった

研修修了者数4人。（うち就職氷河期世代の者3
人、就職氷河期世代の者及びひとり親世帯の者1
人）

265

～ くらし安全
課

この補助事業により燃料価格高騰に直面する事業
者を支援することができた。

R5.3

25

域内モビリティ高付加
価値化実証事業（観光
地の再生・観光サービ
スの高付加価値化事
業）

市内の観光バス事業者が、ポストコロナの観光誘
客に繋げるため、主要交通ハブからの送客や域内
周遊観光等の域内モビリティの高付加加価値化の
ために行う実証事業の実施を支援

5,776

R4.12 ～ 観光政策課
主要ハブからの送客については、相当のニーズが
あり、実証事業終了後の事業化に繋がった。域内周
遊観光については、ツアー内容の磨き上げを行う
など改善が必要である。R5.3

29
就職氷河期世代支援
加速化交付金

就職氷河期世代やひとり親世帯の方を対象に、コ
ロナ禍の影響により止むを得ず「不安定な就業に
つく」「就業できない」方に対し、安定的な就業を目
指すための資格取得の負担軽減や資格等の習得
機会の確保を行うもの。就職氷河期世代又はひと
り親世帯の方の受講料を無料とした「介護職員初
任者研修」を開講。研修については、新型コロナウ
イルス感染症対策として通信課程（一部通信制）と
し、市内の専門学校へ委託し実施した。

1,058

R4.9

26
塵芥収集車等燃料価
格高騰対策補助金

燃料の価格高騰により事業の運営に支障が生じ
ている一般廃棄物収集運搬事業を営む市内事業
者に対して、燃料費の補助を行う。

1,350
R4.12

～ 子ども政策
課

給付金の支給により、出産・子育て世帯の経済的な
負担軽減に繋がった。

R5.3

28
疾病予防対策事業費
等補助金（風疹）

外出控えや医療機関への訪問回避により風疹の
抗体検査数の伸び悩みが見られており、風疹対策
を推進するため。

1,184
R4.4

27
出産・子育て応援交付
金事業

エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受けた
出産・子育て世帯への支援として「出産・子育て応
援給付金」を支給し、支援を行う。

11,350
R5.2

～

企画情報課

本研修の実施により、従前は市外や県内の中心部
でしか受講できなかった講座が市内で受講でき、
必要最小限の移動による受講が可能となった。ま
た、コロナ禍による影響で通常の実施方法では研
修実施が困難であるところ、交付金を活用し、感染
拡大等の対策として通信課程として実施できたこ
とで、研修の開講が可能となった。本研修の実施に
より4人が研修を修了した。
長引くコロナ禍の影響もあり、前年度実施分と比較
して受講者が減少したが、今後については、適正規
模による受講定員の設定、十分な応募期間の確保
を検討課題としている。

R5.3

～
健康政策課 風しんの抗体検査・予防接種を行うことで、コロナ

渦でも風しん対策を推進することができた。
R5.3


